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ま え が き 

 
解雇をめぐっては、経済学の分野において、その理論的機能ならびに実証的機能に関する

知見が求められるようになってきている。解雇は、労働者の人生にとっては最も深刻な出来

事のひとつであるが、日本経済・企業経営の観点からは、限られた資源としての労働力を有

効に活用するためには、経済状況に応じた資源配分の変更が必要であり、解雇はこの労働市

場を通じた資源配分メカニズムのひとつでもあると考えられる。 

1990 年代以降の不況のなかでの雇用調整の拡がりによって、労働者にとって解雇がより身

近なものとして受け取られるようになったと思われる。さらには、雇用調整をめぐる法律を

はじめとする制度の変更や新設が進められている。このような動きを背景に、解雇権濫用法

理が労働市場の効率的な運用をかえって阻害するものであるという主張も見受けられるよう

になり、労働に関わる法と経済活動との関係が注目されてきている。 

このように、解雇の理論的機能ならびに実証的機能に関する知見が求められるようになっ

てきているが、日本に関する研究は、理論的にも実証的にもこれまでほとんど進んでいない。

その原因は、統計的な分析に耐えうる大量観察データの不足にあったと考えられる。 

そこで、当機構では平成 17 年 5 月に「裁判経験と雇用調整に関する研究会（座長：神林

龍一橋大学助教授）」を設置し、データ整備に着手した。最高裁判所事務総局から提供を受け

た事件票のデータベース化と、東京地方裁判所で終局した通常訴訟および仮処分申請であっ

て、解雇に関わる事件の事件番号を申請し、民事訴訟法に定められた第三者閲覧の手続きを

通じて、これらの事件の概要を把握する全数調査を実施した。 

本資料シリーズは、2 年間にわたる研究会の成果を最終的にとりまとめたものである。具

体的には、上記 2 つのデータセットおよび『判例体系 CD-ROM』から得られた裁判例を実証

研究の中核的材料と位置づけ、法学者・経済学者・社会学者の共同作業に基づいて、日本に

おける解雇事件の実相に現時点で可能な限りの接近を試みた内容となっている。なお、本研

究会の中間成果については、資料シリーズ No.17『裁判所における解雇事件 －調査中間報告』

として、平成 17 年 8 月に当機構から公表されている。 

本資料シリーズでは、我が国における解雇をめぐる紛争の趨勢をこの新しいデータセット

を用いてまとめ、かつ法学的観点、経済理論的視点からの分析も加えており、解雇に関する

基礎的な情報を提供している。本資料シリーズの発表を通じて、この研究分野の議論の活性

化に寄与することができれば幸いである。 

 

2007 年 5 月 

独立行政法人 労働政策研究･研修機構 

理事長  小  野    旭 
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【裁判例の引用について】 

 

 本資料シリーズでは，多数の裁判例（裁判所の判決，決定）を引用しているため，引用方

法についてまとめておく（大内伸哉『労働法実務講義（第 2 版）』（日本法令，2005 年）26

頁，27 頁を参考にした）。 

労働裁判では，裁判名を記す場合，つぎの順に記すのが一般的である。 

（1）事件名（訴訟当事者となっている企業の名称を事件名とするのが通常） 

（2）裁判所名（判決や決定が出された裁判所名。最高裁判所については，法廷名（大法廷，

第 1 小法廷～第 3 小法廷）も区別する） 

（3）裁判の種類（判決，決定のどちらであるか） 

（4）日付（判決や決定の出された日付） 

（5）掲載誌（どの雑誌に掲載されているか） 

 本報告書では，以上の要素を，一般的に行われている形にしたがい，次のように省略して

引用している。 

 

東洋酸素事件・東京高等裁判所判決昭和 54 年 10 月 29 日労働判例 330 号 71 頁 

↓ 

東洋酸素事件・東京高判昭和 54・10・29 労判 330 号 71 頁 

 

なお，（5）の掲載誌とは，判決や決定の原文を収録し，実務家や研究者が読むことのでき

るようにした専門的な雑誌のことである。現在，労働関係では産労総合研究所による『労働

判例』（「労判」と略称。以下，雑誌の後のかっこ内に略称を示す）が重要な労働裁判の大部

分をカバーしている。労働関係ではこのほかに『労働経済判例速報』（労経速）がある。労働

関係にかぎらず民事・刑事の各分野について収録した一般的なものとして，『判例時報』（判

時）や『判例タイムズ』（判タ）などがある。また，裁判所によるオフィシャルな判例集とし

ては，最高裁判所民事判例集（民集），最高裁判所刑事判例集（刑集），労働関係民事裁判例

集（労民集）などがある（労民集は，48 巻 5・6 号（1997 年）以降，休刊となっている）。本

報告書では，労判を中心に，一部を労経速，労民集から引用している。 
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